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　本書は、２０２５年２月現在施行されている法令等（２０２５年４月１日までの施行

が明らかなものを含む）に基づいて執筆されています。法改正情報については、�

『法律改正点レジュメ』を２０２５年９月中旬より、ＴＡＣ出版ウェブページ「サイ

バーブックストア」内で無料公開いたします（パスワードの入力が必要です）。

【『法律改正点レジュメ』ご確認方法】

・�ＴＡＣ出版 で検索し、ＴＡＣ出版ウェブページ「サイバーブックストア」へア

クセス！

・�「各種サービス」より「書籍連動ダウンロードサービス」を選択し、「マンション

管理士・管理業務主任者　法律改正点レジュメ」に進み、パスワードを入力して

ください。

　　パスワード：

　　公開期限：２０２５年度管理業務主任者本試験終了まで

簡単アクセスはこちらから →



　「マンション管理士」は、マンションにかかわる専門的知識をもって、管理組合の運

営や建物の構造上の技術的問題等、マンションの管理に関して、管理組合の管理者等ま

たはマンションの区分所有者等の相談に応じ、助言・指導・援助を行うことを業務とし

ます。

　これに対し、「管理業務主任者」は、管理の前提となる管理受託契約の重要事項の説

明から、受託した管理業務の処理状況のチェックやその報告まで、マンション管理のマ

ネジメント業務を担うものです。マンション管理業者は、事務所ごとに３０組合につき

１名以上の専任の管理業務主任者を設置するという義務づけがされています。

　つまり、「マンション管理士」は管理組合側において、「管理業務主任者」は管理業者

側において、それぞれ管理の適正化を図るという立場上の違いがあり、本試験実施機関

も別々になりますが、マンション管理運営というしくみの中では、共通して使う知識が

たくさんあります。実際、両資格の本試験出題内容は、ほとんど重なっています。

　そこで、ＴＡＣ刊の本シリーズは、両資格の本試験出題内容とされる共通分野を中心

として、合格に必要な知識を要領よくまとめています。

　本シリーズを“知識のベース”として、ぜひ合格を勝ち取られ、多くの方々がマンシ

ョン管理運営においてご活躍されることを願ってやみません。

２０２５年３月

� ＴＡＣマンション管理士・管理業務主任者講座
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q マンション管理士になるには

　令和６年度の第２４回マンション管理士試験は、受験申込者数が１３,１２４人（昨年は１３,

１６９人）、受験者数が１０,９５５人（受験率８３.５％）であり、この受験者数は、昨年とほぼ同

数でした。今年は、全体的に解答の判別が出しにくい問題は少なく、民法や不動産登記法で

は改正論点の出題、マンション標準管理規約では実務色の強い出題、マンション管理適正化

法では引き続き近年の改正論点の出題が目立ちました。また、問題形式では、昨年と比べ、

組合せ問題が３問増え５問、個数問題が２問減り６問となりました。いかに基本知識を落と

さず、１点でも多く得点につなげられたかが合否のカギを握るものと思われます。合格点は

３７点以上、合格者が１,３８９人、合格率が１２.７％となりました。

　マンション管理士になるには、国土交通大臣等の実施するマンション管理士試験に合
格し、マンション管理士として登録することが必要です。

１．マンション管理士試験の内容

試験項目 試験内容 本書での呼称
（１）マンションの管理に

関する法令および実
務に関すること

民法（取引・契約等マンション管理に
関するもの）、区分所有法、被災マンシ
ョン法、マンション建替え等円滑化法

民法・区分所有
法等

マンション
の管理に関
するその他
の法律など

不動産登記法、民事執行
法

管理委託契約
書・規約・会�
計・その他関連
知識

都市計画法、建築基準法、
消防法、水道法、防犯指
針

マンションの維
持・保全等

（２）管理組合の運営の円
滑化に関すること

民法、区分所有法 民法・区分所有法等
標準管理規約単棟・団地・複合用途型、
管理組合の会計（貸借対照表）、消費税
等

管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識

（３） マンションの建物およ
び附属施設の構造およ
び設備に関すること

建築基準法、耐震改修法、建築物省エ
ネ法、維持保全

マンションの維
持・保全等

（４）マンションの管理の
適正化の推進に関す
る法律に関すること

管理適正化法、基本方針（別紙二を含む）マンション管理
適正化法

２．試験実施時期 a 令和６年度は１１月２４日（日）
３．受験料 a ９,４００円（令和６年度）
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w 管理業務主任者になるには

　令和６年度の第２４回管理業務主任者試験は、受験申込者数が１７,７７５人（昨年は１７,８５５ 

人）、受験者数が１４,８５０人（受験率８３.５％）であり、この受験者数は、昨年よりわずかに

増加しました。問題全体を通し、表現が素直で長文問題も少なく、解答を出しやすかった印

象を受けました。民法・区分所有法・会計・管理適正化法等は、解きやすかったと思われま

すが、標準管理規約や維持保全等は、基本・応用・難問題がバランスよく配置されていたと

思われます。また、問題形式では、昨年と比べ、組合せ問題が１問減り６問、個数問題が４

問減り１１問となりました。合格点は３８点以上、合格者が３,１５９人、合格率が２１.３％とな

りました。今年の特徴として、会計・建築基準法・維持保全等の問題配列に変更がありました。

　管理業務主任者となるには、管理業務主任者試験に合格し、管理業務主任者として登
録し、管理業務主任者証の交付を受けることが必要です。

１．管理業務主任者試験の内容

試験項目 試験内容 本書での呼称
（１）管理事務の委託契約

に関すること
民法（「契約」および契約の特別な類型
としての「委託契約」を締結する観点
から必要なもの）

民法・区分所有
法等

標準管理委託契約書（別表・コメント
含む）

管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識

（２）管理組合の会計の収
入および支出の調定
ならびに出納に関す
ること

税務、管理組合の会計（貸借対照表・
仕訳）

管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識

（３） 建物および附属施設の
維持および修繕に関す
る企画または実施の調
整に関すること

建築基準法、維持保全、消防法、長期
修繕計画作成ガイドライン（コメント
含む）、修繕積立金ガイドライン

マンションの維
持・保全等

（４）マンションの管理の
適正化の推進に関す
る法律に関すること

管理適正化法、基本方針（別紙二を含
む）

マンション管理適
正化法

（５）（１）から（４）に掲げる
もののほか、管理事務
の実施に関すること

民法、区分所有法（「判例」含む）、マン
ション建替え等円滑化法

民法・区分所有法等

標準管理規約単棟・団地・複合用途型、
不動産登記法、民事訴訟法、破産法、
賃貸住宅管理業法、宅建業法

管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識

分譲マンションに関する統計・データ
等

マンションの維
持・保全等

２．試験実施時期 a 令和６年度は１２月１日（日）
３．受験料 a ８,９００円（令和６年度）
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❉ 本書の構成 ❉

　本テキストは各節ごとにＩｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎを設け、その節で何を学習するのかを把握し

たうえで、本文に入っていく構成になっています。また、重要語句はゴシック体（太字）

で、特に重要な語句は色ゴシック体で表記していますので、メリハリのきいた学習が可

能です。

Introduction❖ ❖

　これから学習する内容が明示されています。ここで何を学ぶのか、何に重点をおいて

学習したらよいのかを、自分ではっきりと確認して取り組んでください。

重要度 ●マ B ●主 特A
　各節の見出しに、両資格の重要度が示してありますので、学習する際の目安にしてく

ださい。マンション管理士を●マ、管理業務主任者を●主と表記しています。

特A a �最重要論点。毎年のように出題の対象となりますので、絶対にマスターし
てください。

A a �重要論点。ここはしっかりおさえておいてください。

B a �比較的重要論点。合格ラインをクリアするためには理解しておくべき論点
です。

C a  �重要度はそれほど高くありませんが、時間が許せば目を通しておきたい論
点です。

　なお、学習を進めるうえで、特に重要な論点となる箇所は、 のようにグレー

の“アミ”がかかっています。
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　本文の内容についての補足説明です。より細かな知識に触れています。特に重要な箇

所は、赤い“アミ”がかかっています。

ケーススタディ 00

　わかりづらい箇所は「事例」を使って具体的に解説してありますので、無理なく理解

することができます。

Step UpStep Up

　出題頻度は低いのですが、知識の幅を広げたい方はぜひ一読してみてください。

理整
　各節の重要ポイントをまとめてあります。知識の再確認に使用してください。
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都市計画区域等の指定第　　　節4第　　　節1
重要度 ●マ C ●主－

Introduction❖ ❖

　都市は、多くの人々の生活そして仕事の場となり、さまざまな活動のため

に土地が高度に利用されている。また、人々は都市に集中する傾向があり、

このような都市で土地の利用について何も制限を加えないで放置しておく

と、ある地域に、公害を出すような工場と人々の住居が一緒に存在し、健康

的な生活ができなくなるおそれもある。

　そこで、都市計画法は種々の都市計画を立てることを要求し、都市の環境

の保全と機能の向上を図っている。

q 都市計画法の目的
　都市計画法とは、一言でいうと住みよい街づくりをするための法律であり、これを実

現するには、街づくりの場所を決め、街づくりの計画を立てることになる。

w 都市計画区域・準都市計画区域の指定
　住みよい街づくりは、まず街づくりをする場所を決めるところからスタートする。

１．都市計画区域

　都市計画区域は、一体の都市として総合的に整備し、開発し、および保全する必要が

ある区域等について、都道府県（２以上の都府県にわたる場合は国土交通大臣）により

指定される。なお、必要があるときは、当該市町村の区域外にわたり、指定できる（５

条１項・２項・４項）。

２．準都市計画区域

　都市計画区域外の区域のうち、相当数の建築物その他の工作物の建築もしくは建設ま

たはこれらの敷地の造成が現に行われ、または行われると見込まれる一定の区域等につ

いて、都道府県により指定される。
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都市計画の決定第　　　節2
重要度 ●マ B ●主（       ）出題実績

なし

Introduction❖ ❖

　都市計画は、一定の区域で必要なプランを選択して定めることになる。こ

れを「都市計画の決定」という。ここでは、都市計画の決定権者と、決定手

続における主な留意点を見ていこう。

q 都市計画の決定権者（１５条）
　「都市計画区域の整備、開発および保全の方針に関する都市計画」「区域区分に関する

都市計画」「都市再開発方針等に関する都市計画」は都道府県が、その他の都市計画は

市町村が、それぞれ定める（１５条１項）。複数の都府県にわたる一定の区域内では、都

道府県の代わりに国土交通大臣が決定し、それ以外を市町村が決定することとなる。

w 都市計画の決定手続
（１�）都道府県または市町村は、原則として、都市計画の案を作成しようとする場合に

おいて必要があると認めるときは、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために

必要な措置を講ずる（１６条１項）。

（２�）都道府県または市町村は、都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、そ

の旨を公告し、当該都市計画の案を、当該都市計画を決定しようとする理由を記載

した書面を添えて、当該公告の日から２週間公衆の縦覧に供しなければならない

（１７条１項）。

（３�）都市計画は、都市計画の決定の告示がなされた日からその効力を生ずる（２０条

３項）。

（４�）次の①〜③の者は、都道府県または市町村に対し、都市計画区域・準都市計画区

域内の一定の面積（０.５ｈａ）以上の一体的な区域について、都市計画基準その他の

法令の規定に基づく都市計画に関する基準に適合すること、および土地所有者等の

２／３以上の同意を得ることにより、都市計画の決定・変更をすることを提案できる

（２１条の２、施行令１５条）。
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第１章　都市計画法

①　土地所有者・借地権者（土地所有者等）

②　まちづくりＮＰＯ（まちづくりの推進を図る活動を行う特定非営利活動法人）

③　独立行政法人都市再生機構・地方住宅供給公社・都市緑化支援機構・その他

（５�）市町村が定めた都市計画が、都道府県が定めた都市計画と抵触するときは、都道

府県の定めた都市計画が優先する（１５条４項）。
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都市計画の種類と内容第　　　節3
第１章　都市計画法

重要度 ●マ 特A ●主－
Introduction❖ ❖

　ここでは、それぞれの都市計画の定義を押さえておくことが重要である。

ここで学習する内容と、みなさんが住んでいる街の状況とを重ね合わせ、具

体的にイメージしたうえで、キーワードを暗記しておこう。

q 市街化区域と市街化調整区域との区分（区域区分）
　都市計画区域について、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、必要

があるときは、都市計画に市街化区域と市街化調整区域との区分を定めることができる

（７条１項）。たとえば、しっかり市街化する場所は市街化区域として、市街化を抑制す

る場所は市街化調整区域として線引きをするのである。これらの線引きをしない区域を

非線引き都市計画区域という。

　ただし、三大都市圏の一定の区域等では必ず区域区分を定める。それぞれの定義は以

下のとおりである（同２項・３項）。

市街化区域 市街化調整区域 非線引き都市計画区域
（１�）すでに市街地となっ

ている区域
（２�）おおむね１０年以内に

優先的かつ計画的に市
街化を図るべき区域

市街化を抑制すべき区域
　区域区分が定められてい
ない都市計画区域

w 地域地区
　土地の使い方を分け、計画的な「住みよい街づくり」を実現するための都市計画で、

次のようにいろいろな地域地区が定められている。

１．用途地域（１３条１項７号）

　土地を、住居系、商業系、工業系の各地域に分け、環境の保護と産業の発展を図る。

　つまり、たとえばマンションと、スーパーやレストランと、工場を別々の地域につく

りなさいということである。
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第１章　都市計画法 � 第３節　都市計画の種類と内容

　定める場所との関係についてであるが、市街化区域については少なくとも用途地域

を定めるものとし、市街化調整区域については、原則として用途地域は定めないもの

とされている。

（１）種類と定義（９条１項〜１３項）

住
居
系
※

①
第一種
低層住居専用地域

　低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める
地域（原則、高さ１０ｍまたは１２ｍ以下の家など ○）

②
第二種
低層住居専用地域

　主として低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するた
め定める地域（１５０㎡までの一定の店舗など ○）

③ 田園住居地域
　農業の利便の増進を図りつつ、これと調和した低層住宅
に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域

④
第一種
中高層住居専用地域

　中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定
める地域（５００㎡までの一定の店舗・病院・大学など ○）

⑤
第二種
中高層住居専用地域

　主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護する
ため定める地域（１，５００㎡までの一定の店舗・事務所など
○）

⑥ 第一種住居地域
　住居の環境を保護するため定める地域（３，０００㎡までの
店舗・事務所・ホテルなど ○）

⑦ 第二種住居地域
　主として住居の環境を保護するため定める地域（１０，０００
㎡までのパチンコ屋・カラオケボックスなど ○）

⑧ 準住居地域

　道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便
の増進を図りつつ、これと調和した住居の環境を保護する
ため定める地域（自動車関連施設などと住宅が調和して立地　
することを目的とする）

商
業
系
※

⑨ 近隣商業地域
　近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを
主たる内容とする商業その他の業務の利便を増進するため
定める地域（住宅・店舗・小規模の工場など ○）

⑩ 商業地域
　主として商業その他の業務の利便を増進するため定める
地域（デパートなどの商業施設・映画館など ○）

工
業
系
※

⑪ 準工業地域
　主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便
を増進するため定める地域（印刷工場など ○）

⑫ 工業地域
　主として工業の利便を増進するため定める地域（住宅・
店舗など ○、学校・ホテルなど ×）

⑬ 工業専用地域
　工業の利便を増進するため定める地域（石油化学コンビ
ナートなど ○）

※�　これらの用途地域の目的を達成するため、建築基準法で、その地域内における建築物の建築

規制が行われる。

（２）都市計画に定める内容（８条３項）

　都市計画に定める内容については、それぞれの用途地域により、その内容が異なる。

ただし、容積率については、すべての用途地域で必ず定めなければならない。
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� 第３節　都市計画の種類と内容

①　建蔽
ぺい

率　a　商業地域以外の用途地域で都市計画に定められる。

②　容積率　　a　全用途地域で都市計画に定められる。

③　（必要に応じて）敷地面積の最低限度　a　�全用途地域で都市計画に定められる。

④　（必要に応じて）外壁の後退距離の限度 a  �第一種低層住居専用地域、第二種低

層住居専用地域、田園住居地域で都

市計画に定められる。

⑤　建築物の高さの限度　a　�第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

田園住居地域で都市計画に定められる。

２．特別用途地区（８条１項２号、９条１４項）

　用途地域内の一定の地区における当該地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環

境の保護等の特別の目的の実現を図るため当該用途地域の指定を補完して定める地区

とする。たとえば、学校等を優先的に建築しそれにふさわしい環境を整備するために

指定することがある。法律上、具体的区分はない。

３．特定用途制限地域（８条３項２号ニ、９条１５項）

　用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域を除く）内において、その

良好な環境の形成または保持のため当該地域の特性に応じて合理的な土地利用が行われ

るように、制限すべき特定の建築物等の用途の概要を定める地域とされている。たとえ

ば、パチンコ屋などの建築物が乱立したため、騒音などの問題が起きないように、特定

の用途の建築物の立地だけを規制できるようにする地域である。

４．特例容積率適用地区（８条３項２号ホ、９条１６項）
（１�）建築物の高さの最高限度（必要な場合に限る）を定める地区とされている。

（２�）第一種・二種中高層住居専用地域、第一種・二種・準住居地域、近隣商業地域、

商業地域、準工業地域または工業地域内の適正な配置および規模の公共施設を備

えた土地の区域において、建築物の容積率の限度からみて未利用となっている建

築物の容積の活用を促進して土地の高度利用を図るため定める地区とされている。
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